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　株主の皆さまには、平素から格別の
ご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　第101期報告書をお届けするにあ
たり、一言ご挨拶申しあげます。
　当社は中部電力グループの総合設
備企業として電気・情報通信・空調・電
力供給設備の企画・設計・施工・メンテ
ナンスからエネルギー有効利用提案
までを手がけ、お客さまに安心・安全・
快適を感じて頂ける環境づくりにまい進しております。
　当社グループは、中期経営計画（2017年度～2019年度）に
おいて、①環境変化への対応と成長への挑戦、②安定した収益
の確保、③企業風土改革のさらなる推進の3つの重点方針を掲
げております。
　これらの方針に基づき、当期におきましては、通信工事、屋内
線工事および空調管工事各部門では、中部圏に加えて、首都圏
における営業活動や、海外事業基盤の強化を図るとともに、電力
関連工事においては、業務効率化およびコスト削減に一層努め
てまいりました。さらに、将来を見据えた投資として、太陽光発電
事業の拡大に努めてまいりました。今年度は、中期経営計画の最
終年度であります。一昨年がホップ、昨年度がステップ、今年度
がジャンプの年になります。目標達成に向けて全社一丸となり、
オールトーエネックで取り組んでまいります。
　今回の期末配当につきましては、１株につき７５円（前期末６５
円）とさせていただきました。
　これからも、お客さまから信頼される会社であり続けるため、
「快適以上を、世の中へ。」を合言葉に、新しい価値を、お客さまや
地域の皆さまにご提供することで、共に発展し、未来につなげて
いく所存でございます。
　株主の皆さまには、何卒今後とも格別のご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。

2019年6月

配　　当
■配当方針
　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を最重要政策として位
置付けており、将来にわたる事業展開のための内部留保の充実な
どを総合的に勘案し、株主の皆さまには、連結配当性向30％を目
処とする配当を通じて業績に応じた利益還元を行うことを基本と
しています。

代表取締役社長

■連結配当性向の推移

■1株当たりの配当金額
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※1　2014年度中間配当金7円には創立70周年記念配当2円が含まれています。
※2　当社は2017年10月1日を効力発生日として普通株式5株につき1株の割合を

もって株式併合を実施しています。2018年3月期の1株当たり期末配当金および
2019年3月期の1株当たり年間配当金につきましては、当該株式併合を考慮した
金額を記載しています。株式併合を考慮しない場合の2018年3月期の1株当た
り期末配当金は13円、1株当たり年間配当金は19円となり、2019年3月期の1株
当たり年間配当金は21円となります。
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172,317
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（第101期）
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2016年度
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（2018年4月1日～2019年3月31日）

□総資産□経常利益・当期純利益

受注高 売上高（単位：百万円）

経常利益 当期純利益（単位：百万円） （単位：百万円）

※当社は、2017年10月1日を効力発生日として普通株式5株につき1株の割合をもっ
て株式併合を実施しています。これに伴い、1株当たりの当期純利益は、第97期の
期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しています。

2017年度
（第100期）

235円82銭

2018年度
（第101期）

310円07銭

212,436

2018年度
（第101期）

238,073

受注高　屋内線工事における比較的大型の工場新設工事やビルの建替工事の
受注、地中線工事と通信工事における大型の海外インフラ工事の受注
などにより、前期に比して238億6千5百万円の増加となりました。

売上高　配電線工事など中部電力㈱向けの工事が減少しましたが、屋内線工事や
空調管工事など一般得意先向けの工事が増加したことや、太陽光発電事
業の売電収入も増加したことなどにより、前期に比して80億8千3百万円
の増加となりました。

□１株当たりの当期純利益□受注高・売上高

業績の推移（個別）
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　当社は、外部環境が大きく変化する中においても、安定的な収
益を確保しつつ更なる成長を目指すため、中期経営計画（２０１７年
度～２０１９年度）を策定しています。
　「お客さまと新しい未来へ」をスローガンとし、当社グループが
一体となってこれらの取り組みを推進しています。

中期経営計画  （2017年度～2019年度）
～お客さまと新しい未来へ～

＜重  点  方  針＞

＜数  値  目  標＞
（2019年度・連結）

営業利益

営業利益率 ＲＯＥ

2,200億円売上高 90億円

4.0％ 5.0％

① 首都圏における営業活動の強化
② 成長分野における事業の拡大

１.  環境変化への対応と成長への挑戦　

① 電力配電工事業界におけるトップランナーの維持
② 一般工事における営業基盤の強化とお客さま満足度の向上
③ 施工能力の強化
④ コスト競争力の強化

２.  安定した収益の確保

① コンプライアンスの徹底
② 安全風土と施工品質の維持・向上　
③ ダイバーシティの推進

３．  企業風土改革の更なる推進　

成長への投資

再生可能エネルギー事業・Ｍ＆Ａ・研究開発・人材育成の
分野へ今後３年間で1,000億円の投資を実施見込み

①首都圏における営業活動の強化
・市場規模が大きく将来性のある首都圏における営業・施工体制
の強化

・グループ会社の経営資源を活用した受注の拡大
②成長分野における事業の拡大
・海外事業基盤の強化・拡大（海外電力インフラ事業など）
・将来性のある市場における受注の拡大（航空宇宙産業など）
・大型国家プロジェクトの受注および体制の整備
・Ｍ＆Ａ、研究開発など将来を見据えた積極的な投資の実施

重点方針２：安定した収益の確保
①電力配電工事業界におけるトップランナーの維持
　（安全・品質・生産性）
・自律的・自発的に行動できる人材の育成と継続的な改善活動の
展開

・工事計画・工事管理の強化
・現行ルールの見直しおよび工具・機材の開発・導入
②一般工事における営業基盤の強化と
　お客さま満足度の向上
・既存顧客に対する営業・施工体制の強化
・設備診断、リニューアル提案の展開
・お客さまニーズに対する直営即応体制の整備
③施工能力の強化
・将来を見据えた直営要員確保と技術力の向上
・施工能力確保を見据えた協力会社との連携強化
④コスト競争力の強化
・工事原価の低減（資材の廉価購買・安定調達など）
・聖域を設けない効率化策の継続的な取組み

重点方針３：企業風土改革の更なる推進
①コンプライアンスの徹底
・実効性のあるコンプライアンス施策の展開
②安全風土と施工品質の維持・向上
・安全衛生意識高揚の推進（安全創造館の活用など）
・品質管理の強化
③ダイバーシティの推進
・いきいきと働ける企業風土の醸成に向けた意識啓発の強化
・ワーク・ライフ・バランスの推進
・「多様さ」の活用による競争力の強化

重点方針１：環境変化への対応と成長への挑戦

中期経営計画（2017年度～2019年度）
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部門別の概況
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11,426

20,330

72,637

20,463

201,581

－

－

－

201,581

配 電 線 工 事

地 中 線 工 事

通 信 工 事

屋 内 線 工 事

空 調 管 工 事

計

エネルギー事業

商 品 販 売

計

合　　　　　　計

0.3％

66.1％

31.5％

17.1％

21.2％

13.4％

－

－

－

13.4％

74,277

9,189

16,240

70,575

17,291

187,574

5,296

3,995

9,291

196,866

△3.4％

△21.6％

14.4％

11.0％

20.5％

3.8％

22.4％

6.9％

15.2％

4.3％

□部門別受注高の割合

配電線工事
38.1％

屋内線工事
36.0％

地中線工事 5.7％
通信工事 10.1％

空調管工事 10.1％

□部門別売上高の割合

配電線工事
37.7％

屋内線工事
35.8％

地中線工事 4.7％
通信工事 8.3％

空調管工事 8.8％ 商品販売 2.0％
エネルギー事業 2.7％

（注）受注高については、「設備工事」に対応する金額を記載しています。

設
　備
　工
　事

兼
業
事
業

「エネルギー事業」とは

エネルギー事業

太陽光
発電事業

当社は、総合設備企業として長年培った技術力・ノウハウを活用し、
エネルギーに関連する様々な事業分野に取り組んでいます。

（2018年4月1日～2019年3月31日）

（単位：百万円）

区 　　　　　　　　分 受注高 前期比 売上高 前期比

学校空調システム
サービス

マンション高圧一括
受電サービス事業

事業の概況（個別）
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□通信工事
　大手通信事業者などの設備投資増加を受け、施工能力の強化に努
めたことにより、前期に比して、受注高につきましては31.5％増、売上
高につきましても14.4％増となりました。

15,47714,967

2014年度
（第97期）

13,58413,287

2015年度
（第98期）

12,29812,196

2016年度
（第99期）

14,193
15,465

2017年度
（第100期）

16,240

20,330

2018年度
（第101期）

　堅調な製造業などの設備投資増加を受け、営業活動の強化に努め
たことにより、前期に比して、受注高につきましては17.1％増、売上高
につきましても11.0％増となりました。

□屋内線工事

70,216

61,192
65,663

79,662

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

63,63069,714

2016年度
（第99期）

63,59562,008

2017年度
（第100期）

70,57572,637

2018年度
（第101期）

□地中線工事
　海外の電力インフラ工事を受注したことにより、前期に比して、受注
高につきましては66.1％増となりました。売上高につきましては、太陽
光発電関連設備工事が減少したことにより、21.6％減となりました。

11,256
9,17210,045

16,130

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

8,890

12,772

2016年度
（第99期）

11,722

6,878

2017年度
（第100期）

9,189

11,426

2018年度
（第101期）

（注）第99期の「エネルギー事業」新設により、第97～98期の実績につい
ては、「エネルギー事業」に相当する金額を除いて表示しています。

（2018年4月1日～2019年3月31日）

受注高 売上高（単位：百万円） 受注高 売上高（単位：百万円）

受注高 売上高（単位：百万円）

□配電線工事
　電力会社からの配電線工事が減少したものの、太陽光発電関連設
備工事の増加により、前期に比して、受注高につきましては0.3％増と
なりました。売上高につきましては、配電線工事が減少したことにより、
3.4％減となりました。

80,127
77,123

81,97583,367

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

77,69977,996

2016年度
（第99期）

76,857
76,476

2017年度
（第100期）

74,277
76,722

2018年度
（第101期）

受注高 売上高（単位：百万円）

事業の概況（個別）
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光発電関連設備工事が減少したことにより、21.6％減となりました。
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6,878
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（注）第99期の「エネルギー事業」新設により、第97～98期の実績につい
ては、「エネルギー事業」に相当する金額を除いて表示しています。

（2018年4月1日～2019年3月31日）

受注高 売上高（単位：百万円） 受注高 売上高（単位：百万円）

受注高 売上高（単位：百万円）

□配電線工事
　電力会社からの配電線工事が減少したものの、太陽光発電関連設
備工事の増加により、前期に比して、受注高につきましては0.3％増と
なりました。売上高につきましては、配電線工事が減少したことにより、
3.4％減となりました。

80,127
77,123

81,97583,367

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

77,69977,996

2016年度
（第99期）

76,857
76,476

2017年度
（第100期）

74,277
76,722

2018年度
（第101期）

受注高 売上高（単位：百万円）
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　太陽光発電事業において新規の太陽光発電所が稼働したことによ
り、前期に比して、売上高につきましては22.4％増となりました。

□エネルギー事業

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

3,101

2,534
2,115

2016年度
（第99期）

4,328

2017年度
（第100期）

5,296

2018年度
（第101期）

売上高（単位：百万円）

（2018年4月1日～2019年3月31日）

□空調管工事
　中部圏に加え首都圏の営業活動の強化に努めたことにより、前期に
比して、受注高につきましては21.2％増、売上高につきましても20.5
％増となりました。

11,129
11,540

10,962
12,288

2014年度
（第97期）

2015年度
（第98期）

11,172

14,087

2016年度
（第99期）

14,346

16,886

2017年度
（第100期）

17,291

20,463

2018年度
（第101期）

受注高 売上高（単位：百万円）

◆名古屋市からワーク・ライフ・バランス推進企業に認証
　ワーク・ライフ・バランス
推進に取り組んでいる企
業として、名古屋市から７
月に「ワーク・ライフ・バラ
ンス推進企業」に認証され
ました。

◆アビリンピックに出場
　当社の社員３名が、７月
にアビリンピック（第40回
愛知県障害者技能競技大
会）の「オフィスアシスタン
ト」と「表計算」競技に出場
しました。

◆障がい者雇用促進で愛知県より表彰
　ダイバーシティを推進し、障がい
者の雇用にも積極的に取り組んで
います。この企業姿勢が評価され、
１月に愛知県より「障害者雇用優良
企業」として表彰を受けました。

事業の概況（個別）
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トピックス
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負 債 の 部
流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

純 資 産 合 計
負債純資産合計

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

自 己 株 式

支 払 手 形
電子記録債務
工事未払金
短期借入金
リース債務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

社 債
長期借入金
リース債務
退職給付引当金
そ の 他

資本準備金
その他資本剰余金

海外市場開拓積立金
固定資産圧縮積立金
特別償却準備金
別途積立金
繰越利益剰余金

その他有価証券評価差額金

資 産 の 部
流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

102,828
21,950
1,969
4,663
50,466
5,000
3,241
2,744
8,644
4,169
△ 20

135,244
108,138
18,512
29,013
769

30,602
29,240
1,523
25,582
10,798
4,375
486
143
6,057
4,381
△ 662

238,073

現 金 預 金

受 取 手 形

電子記録債権

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

　貸倒引当金

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

投資有価証券

関係会社株式・関係会社出資金

長 期 貸 付 金

破産更生債権等

繰延税金資産

そ の 他

　貸倒引当金

■貸借対照表 ■損益計算書

66,678
880
8,826
25,254
12,394
3,500
3,072
6,304
2,180
1,400
130
2,733
83,306
14,000
19,559
25,839
22,673
1,234

149,984

82,766
7,680
6,839
6,831

7
69,784
1,639
68,144
100
1,250
39

60,300
6,454

△ 1,538
5,322
5,322
88,088
238,073

187,574
9,291

163,207
6,791

24,367
2,500

409
354

1,000
289
250
32

62
0
10

17
1

2,585
237

196,866

169,999

26,867
17,493
9,373

763

1,573
8,563

73

18
8,618

2,822
5,796

完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

完 成 工 事 総 利 益
兼 業 事 業 総 利 益

営 業 利 益

受取利息及び配当金
そ の 他

支 払 利 息
社 債 発 行 費
シンジケートローン手数料
そ の 他
経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投資有価証券売却益

固 定 資 産 除 売 却 損
投資有価証券売却損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

売 　 　 上 　 　 高

売 　 上 　 原 　 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特 　 別 　 利 　 益

特 　 別 　 損 　 失

純 資 産 の 部

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）
2019年3月31日現在

（単位：百万円）

個別決算の状況
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100
1,250
39

60,300
6,454

△ 1,538
5,322
5,322
88,088
238,073

187,574
9,291

163,207
6,791

24,367
2,500

409
354

1,000
289
250
32

62
0
10

17
1

2,585
237

196,866

169,999

26,867
17,493
9,373

763

1,573
8,563

73

18
8,618

2,822
5,796

完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

完 成 工 事 総 利 益
兼 業 事 業 総 利 益

営 業 利 益

受取利息及び配当金
そ の 他

支 払 利 息
社 債 発 行 費
シンジケートローン手数料
そ の 他
経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投資有価証券売却益

固 定 資 産 除 売 却 損
投資有価証券売却損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

売 　 　 上 　 　 高

売 　 上 　 原 　 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特 　 別 　 利 　 益

特 　 別 　 損 　 失

純 資 産 の 部

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）
2019年3月31日現在

（単位：百万円）
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7,680

－
7,680

6,839

0

0
6,839

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

資本金 資本剰余金
合計

65,764

△1,775
－
－
－
－

5,796

4,020
69,784

△1,532

△6
0

△6
△1,538

利益剰余金
合計

株　主　資　本

自己株式

78,752

△1,775
－
－
－
－

5,796
△6
0

4,013
82,766

株主資本合計

6,301

△978
△978
5,322

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

6,301

△978
△978
5,322

85,053

△1,775
－
－
－
－

5,796
△6
0

△978
3,035
88,088

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
純資産
合計

■株主資本等変動計算書
2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

◆「グリーンボンド」を発行
　２０１９年３月、日本国内市場において「株式会社トーエネック
第３回無担保社債（適格機関投資家限定）（グリーンボンド※）」
を発行しました。
　このグリーンボンド発行は国内電気工事会社としては当社
が初の事例となります。

※グリーンボンドは、地球温暖化対策や再生可能エネルギーなど“環境
に配慮した事業”に使途を限定し発行する債券です。

グリーンボンドの概要

社 債 名 称

発 行 額

条 件 決 定 日

発 行 日

発 行 年 限

利 率

資 金 使 途

株式会社トーエネック第３回無担保社債
（適格機関投資家限定）（グリーンボンド）

140億円

2019年3月８日

2019年3月14日

10年

0.40％

太陽光発電事業

個別決算の状況
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7,680

－
7,680

6,839

0

0
6,839

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

資本金 資本剰余金
合計

65,764

△1,775
－
－
－
－

5,796

4,020
69,784

△1,532

△6
0

△6
△1,538

利益剰余金
合計

株　主　資　本

自己株式

78,752

△1,775
－
－
－
－

5,796
△6
0

4,013
82,766

株主資本合計

6,301

△978
△978
5,322

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

6,301

△978
△978
5,322

85,053

△1,775
－
－
－
－

5,796
△6
0

△978
3,035
88,088

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
純資産
合計

■株主資本等変動計算書
2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

◆「グリーンボンド」を発行
　２０１９年３月、日本国内市場において「株式会社トーエネック
第３回無担保社債（適格機関投資家限定）（グリーンボンド※）」
を発行しました。
　このグリーンボンド発行は国内電気工事会社としては当社
が初の事例となります。

※グリーンボンドは、地球温暖化対策や再生可能エネルギーなど“環境
に配慮した事業”に使途を限定し発行する債券です。

グリーンボンドの概要

社 債 名 称

発 行 額

条 件 決 定 日

発 行 日

発 行 年 限

利 率

資 金 使 途

株式会社トーエネック第３回無担保社債
（適格機関投資家限定）（グリーンボンド）

140億円

2019年3月８日

2019年3月14日

10年

0.40％

太陽光発電事業

トピックス
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負 債 の 部

209,321
9,662

181,098
7,017

28,222
2,644

296
152
284

1,010
289
250
66

63
0
10

91
1

3,392
63

218,984

188,116

30,867
19,838
11,029

733

1,616
10,146

75

93
10,127

3,456
6,671
△0

6,672

流 動 負 債
支払手形・工事未払金等
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分
純 資 産 合 計
負債純資産合計

72,873
42,264
12,554
3,458
7,052
2,617
1,618
130
3,177
88,452
14,000
19,559
25,636
27,440
1,817

161,326

99,437
7,680
6,839
86,455
△ 1,538
2,682
5,364
16

△ 2,698
12

102,132
263,458

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
そ の 他
　貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
そ の 他
　貸倒引当金

資 産 合 計

116,400
28,495
65,347
5,000
3,619
2,787
11,193
△ 42

147,058
110,363
18,891
31,464
30,766
29,239
3,899
2,193
1,706
32,795
20,462
7,986
4,640
△ 294

263,458

売 上 高
完 成 工 事 高
そ の 他 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
その他事業売上原価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
そ の 他 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 発 行 費
シンジケートローン手数料
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投資有価証券売却益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
投資有価証券売却損
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純損失
親会社株主に帰属する当期純利益

純 資 産 の 部

株式会社トーエネックサービス
旭シンクロテック株式会社
株式会社フィルテック
統一能科建筑安装（上海）有限公司
TOENEC(THAILAND)CO.,LTD.
TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED
PT.ASAHI SYNCHROTECH INDONESIA
PFI豊川宝飯斎場株式会社
株式会社中部プラントサービス

■連結対象子会社 ■連結損益計算書

■連結貸借対照表

〈 子 会 社 〉

〈持分法適用会社〉

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

2019年3月31日現在
（単位：百万円）

連結決算の状況
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負 債 の 部

209,321
9,662

181,098
7,017

28,222
2,644

296
152
284

1,010
289
250
66

63
0
10

91
1

3,392
63

218,984

188,116

30,867
19,838
11,029

733

1,616
10,146

75

93
10,127

3,456
6,671
△0

6,672

流 動 負 債
支払手形・工事未払金等
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分
純 資 産 合 計
負債純資産合計

72,873
42,264
12,554
3,458
7,052
2,617
1,618
130
3,177
88,452
14,000
19,559
25,636
27,440
1,817

161,326

99,437
7,680
6,839
86,455
△ 1,538
2,682
5,364
16

△ 2,698
12

102,132
263,458

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
そ の 他
　貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
そ の 他
　貸倒引当金

資 産 合 計

116,400
28,495
65,347
5,000
3,619
2,787
11,193
△ 42

147,058
110,363
18,891
31,464
30,766
29,239
3,899
2,193
1,706
32,795
20,462
7,986
4,640
△ 294

263,458

売 上 高
完 成 工 事 高
そ の 他 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
その他事業売上原価

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
そ の 他 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 発 行 費
シンジケートローン手数料
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投資有価証券売却益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
投資有価証券売却損
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純損失
親会社株主に帰属する当期純利益

純 資 産 の 部

株式会社トーエネックサービス
旭シンクロテック株式会社
株式会社フィルテック
統一能科建筑安装（上海）有限公司
TOENEC(THAILAND)CO.,LTD.
TOENEC PHILIPPINES INCORPORATED
PT.ASAHI SYNCHROTECH INDONESIA
PFI豊川宝飯斎場株式会社
株式会社中部プラントサービス

■連結対象子会社 ■連結損益計算書

■連結貸借対照表

〈 子 会 社 〉

〈持分法適用会社〉

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

2019年3月31日現在
（単位：百万円）
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■連結株主資本等変動計算書

金額科目

9,616

△24,030

11,958

△65

△2,520

34,993

32,472

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

■連結キャッシュ・フロー計算書

マスコットキャラクター
つながルン

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

7,680

－

7,680

6,839

0

0

6,839

81,559

△1,775

6,672

4,896

86,455

△1,532

△6

0

△6

△1,538

94,547

△1,775

6,672

△6

0

4,889

99,437

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

その他の包括利益累計額
為替換算
調整勘定

その他有価証券
評価差額金

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

6,335

△970

△970

5,364

135

△118

△118

16

退職給付に係る
調整累計額

△7,662

4,963

4,963

△2,698

その他の包括利益
累計額合計

△1,191

3,873

3,873

2,682

純資産
合計

93,358

△1,775

6,672

△6

0

3,883

8,773

102,132

2

9

9

12

非支配株主
持分

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

（単位：百万円）

連結決算の状況

19

■連結株主資本等変動計算書

金額科目

9,616

△24,030

11,958

△65

△2,520

34,993

32,472

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

■連結キャッシュ・フロー計算書

マスコットキャラクター
つながルン

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

7,680

－

7,680

6,839

0

0

6,839

81,559

△1,775

6,672

4,896

86,455

△1,532

△6

0

△6

△1,538

94,547

△1,775

6,672

△6

0

4,889

99,437

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当
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国外104名
1,167千株（6.0％）

自己名義株式1名
638千株（3.3％）

北海道13名
6千株
（0.0％）

東北36名
7千株
（0.0％）

関東738名
2,334千株
（12.1％）

中部3,224名
14,440千株
（74.7％）

近畿686名
676千株
（3.5％）

中国57名
16千株
（0.1％）

四国61名
21千株（0.1％）

沖縄3名
0千株
（0.0%）

九州72名
21千株
（0.1％）

中 部 電 力 株 式 会 社
トーエネック従業員持株会
ト ー エ ネ ッ ク 共 栄 会
BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN 
SMALLER CAPITALIZATION FUND 620065

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
株 式 会 社 三 菱 ＵＦＪ銀 行
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）
トーエネック名古屋協力会持株会

9,666
1,079
519
266
247
229
225
201
138
131

51.71
5.77
2.78
1.43
1.33
1.23
1.21
1.08
0.74
0.70

（注）１．当社は、自己株式638千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いてい
ます。

　　２．持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

株主の分布状況

（2019年3月31日現在）

証券会社26名
57千株（0.3％）

自己名義株式1名
638千株（3.3％）

その他国内法人190名
10,525千株
（54.5％）

金融機関37名
2,046千株（10.6％）

個人・その他4,639名
4,897千株（25.3％）

外国人102名
1,164千株（6.0％）

会社が発行する株式の総数
40,000千株

発 行 済 株 式 総 数
19,329千株

●地区別

●所有者別

大株主（上位10名）
持株数（千株）持株比率（％）株　　　  主  　　　名
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△外観

△世界地図が描かれた
　空港をイメージした客室

△吹き抜け中央部

△発電機室

△外観

△議場

◆伊賀市新市庁舎　新築工事◆セントレアホテル新棟　新築工事
　中部国際空港（セントレア）に直結するセントレアホテル
の新棟であるPacific Side（１１階建て、１６０室）の新築工事
が９月に完成しました。
　当社は、電気設備と空調衛生設備工事を施工しました。
工事は隣接する既設棟が営業する中で行われたため、施工
にあたり、宿泊中のお客さまやホテルの営業に影響が出な
いよう、騒音対策や安全対策を徹底しました。

　三重県伊賀市の新市庁舎が１１月に完成しました。同庁舎
は忍者で有名な伊賀市らしい伊賀の城下町を感じさせるデ
ザインとなっています。また、免震構造となっており、防災面
でも優れています。
　当社は、電気設備工事を施工しました。建物内は随所に
凝った意匠が見られ、建物のデザインにマッチするように、
設置する照明機器の色などにも配慮しました。

トピックス
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◆災害復旧
　７月の記録的豪雨と台風１２
号、９月の台風２１号、１０月の
台風２４号など自然災害が相
次ぎました。当社は全社をあ
げ延べ約１９，０００人を動員し
て復旧にあたりました。

トピックス
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◆技能五輪　金賞で世界大会へ
　第５６回技能五輪全国大会が
１１月に沖縄県で開催されまし
た。当社の清水貴央選手が電工
職種で金賞に輝き、２０１９年８月
にロシアで開催される国際大会
の出場権を手に入れました。
　当社社員の国際大会出場は
１９９７年の第３４回大会（スイス）
以来の快挙となります。

△表彰式の様子

△清水貴央選手 △国際大会用の練習課題に取り組む様子

『技能五輪は出場年齢制限がある
ため、今回は私にとって３度目にして
最後の挑戦でした。この１年これまで
の大会で減点された部分を徹底的
に練習してきた努力が実を結んだと
自負しています。世界大会は全てが
勉強で貴重な経験になります。日本
代表として日の丸を背負う責任感を
胸に全力で臨みます。』

トピックス
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◆ニューイヤー駅伝で過去最高順位◆日本選手権で優勝しアジア選手権へ
　第１０２回日本陸上競技選手権大会
が６月に山口県で開催され、５０００ｍ
種目で服部弾馬選手が日本一の座に
輝きました。この結果により、服部選
手は２０１９年４月にカタールのドーハ
で開催されたアジア陸上競技選手権
大会に日本代表として出場し、４位と
好成績を収めました。

　ニューイヤー駅伝２０１９（第６３回全日本実業団駅伝競走
大会）が１月に群馬県で開催され、当社（７年連続９回目）を
はじめ全国から３７チームが出場しました。
　当社チームは、過去最高順位の１７位でゴールし、昨年の
３２位から大きく順位を上げました。

△服部弾馬選手

『実業団に入って初めて日本選手権
（２０１７年６月）に出場した時も優勝を
狙っていましたが、結果が出せません
でした。その時に感じた悔しさや反省
を糧に１年間練習を積みました。再挑
戦した今回の日本選手権で優勝でき
たことは、オリンピックを目指す私に
とって大きな一歩となりました。』

△河合代二選手

◆MGCの出場権を獲得
　第７４回びわ湖毎日マラソンが３月
に滋賀県で開催され、河合代二選手
が、MGC（東京オリンピック日本代表
選考競技会）出場の基準タイムとなる
２時間１１分を切る２時間１０分５０秒で
ゴールしMGCの出場権を手に入れ
ました。また、同大会の結果により、世
界陸上（開催予定２０１９年９月～１０
月）の出場候補にも選ばれました。

トーエネック陸上競技部
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主要事業所

〒460-0008

〒455-0011

〒457-0819

〒455-0011

〒812-0021

〒920-0025

〒170-0002

〒220-0022

〒305-0061

〒060-0001

〒980-0014

〒532-0025

〒461-0043

〒444-0035

〒420-0029

〒514-0003

〒500-8269

〒380-0803

名古屋市中区栄1-20-31

名古屋市港区千年3-1-32

名古屋市南区滝春町1-79

名古屋市港区千年3-1-32

福岡市博多区築港本町6-1（福岡印刷会館）

金沢市駅西本町2-11-42（MKビル）

東京都豊島区巣鴨1-3-11

横浜市西区花咲町6-145（横浜花咲ビル）

つくば市稲荷前8-1（布川ビル）

札幌市中央区北一条西13-4（タケダ札幌ビル）

仙台市青葉区本町2-1-8（第一広瀬ビル）

大阪市淀川区新北野3-8-2

名古屋市東区大幸1-8-8

岡崎市菅生町字元菅17-2

静岡市葵区研屋町51

津市桜橋2-177-1

岐阜市茜部中島3-10

長野市三輪2-1-8

本 店

（ 本 店 別 館 ）

（技術研究開発部）

中 部 本 部

九 州 支 社

北 陸 支 社

東 京 本 部

神 奈 川 支 社

茨 城 支 社

北 海 道 支 社

東 北 支 社

大 阪 本 部

名 古 屋 支 店

岡 崎 支 店

静 岡 支 店

三 重 支 店

岐 阜 支 店

長 野 支 店

九州支社
北陸支社

北海道支社

長野支店
名古屋支店

東北支社

茨城支社

神奈川支社

静岡支店岡崎支店
本店（本店別館）
（技術研究開発部）
中部本部

岐阜支店

東京本部

大阪本部

三重支店

取締役および監査役

大 野 智 彦

三 石 拓 治

稲 垣 隆 司

吉 川 直 利

髙 木 　 勲

西 脇 哲 也

堀 内 保 彦

平 田 幸 次

藤 田 祐 三

水 野 朝 之

林 欣　吾

鈴 木 健 一

金 山 哲 雄

杉 田 勝 彦

柴 田 光 明

（2019年6月26日現在）

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
（非　常　勤）

常 任 監 査 役
社 外 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役
（非　常　勤）

社 外 監 査 役
（非　常　勤）

会社の概要
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津市桜橋2-177-1

岐阜市茜部中島3-10

長野市三輪2-1-8

本 店

（ 本 店 別 館 ）

（技術研究開発部）

中 部 本 部

九 州 支 社

北 陸 支 社

東 京 本 部

神 奈 川 支 社

茨 城 支 社

北 海 道 支 社

東 北 支 社

大 阪 本 部

名 古 屋 支 店

岡 崎 支 店

静 岡 支 店

三 重 支 店

岐 阜 支 店

長 野 支 店

九州支社
北陸支社

北海道支社

長野支店
名古屋支店

東北支社

茨城支社

神奈川支社

静岡支店岡崎支店
本店（本店別館）
（技術研究開発部）
中部本部

岐阜支店

東京本部

大阪本部

三重支店

取締役および監査役

大 野 智 彦

三 石 拓 治

稲 垣 隆 司

吉 川 直 利

髙 木 　 勲

西 脇 哲 也

堀 内 保 彦

平 田 幸 次

藤 田 祐 三

水 野 朝 之

林 欣　吾

鈴 木 健 一

金 山 哲 雄

杉 田 勝 彦

柴 田 光 明

（2019年6月26日現在）

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
（非　常　勤）

常 任 監 査 役
社 外 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役
（非　常　勤）

社 外 監 査 役
（非　常　勤）
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本店本館

□事業の内容
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４

１５
１６

１７

１８
１９
２０
２１
２２

株式会社トーエネック
（英文社名:TOENEC CORPORATION）
名古屋市中区栄一丁目20番31号（〒460-0008）
1944年10月1日
7,680百万円
4,887名（2019年3月31日現在）

商 号

本店所在地
設立年月日
資 本 金
従 業 員

電気及び電気通信工事
管工事
消防施設工事
土木及び建築工事
とび、土工及びコンクリート工事
ほ装工事
塗装工事
防水工事
水道施設工事
鋼構造物工事
機械器具設置工事
内装仕上工事
清掃施設工事
発電事業及び電気、ガス、冷水、温水、蒸気その他のエネルギー
供給に関する事業
電気通信事業
前各号の工事及び事業に関連する測量、設計、監理、保守及
びコンサルティング業務並びにこれらに附帯する研究、企
画、開発等の受託
次の物品の仕入、製造、販売及び賃貸の事業
ア.前各号に関する工事用の電線、電柱及び架線金具等
イ.発電用・送電用の制御機器、照明器具及び配線材料
ウ.電化製品、家具、厨房機器、医療機械器具、衛生用機械器
　具、介護機器、介護用品、健康器具、スポーツ用品、衣料品
　及び日用雑貨品
エ.建設用機械器具、空気調和設備機器及び空気圧縮機
オ.電気通信機器、コンピュー
　ター機器及び通信端末機
　器並びにこれらの部品
一般貨物自動車運送事業
不動産の売買、賃貸及び管理
他会社に対する投資及び融資
労働者派遣事業
前各号に附帯する一切の事業

教育センター・クリエイトホール

本店別館

会社の概要
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本店本館

□事業の内容
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４

１５
１６

１７

１８
１９
２０
２１
２２

株式会社トーエネック
（英文社名:TOENEC CORPORATION）
名古屋市中区栄一丁目20番31号（〒460-0008）
1944年10月1日
7,680百万円
4,887名（2019年3月31日現在）

商 号

本店所在地
設立年月日
資 本 金
従 業 員

電気及び電気通信工事
管工事
消防施設工事
土木及び建築工事
とび、土工及びコンクリート工事
ほ装工事
塗装工事
防水工事
水道施設工事
鋼構造物工事
機械器具設置工事
内装仕上工事
清掃施設工事
発電事業及び電気、ガス、冷水、温水、蒸気その他のエネルギー
供給に関する事業
電気通信事業
前各号の工事及び事業に関連する測量、設計、監理、保守及
びコンサルティング業務並びにこれらに附帯する研究、企
画、開発等の受託
次の物品の仕入、製造、販売及び賃貸の事業
ア.前各号に関する工事用の電線、電柱及び架線金具等
イ.発電用・送電用の制御機器、照明器具及び配線材料
ウ.電化製品、家具、厨房機器、医療機械器具、衛生用機械器
　具、介護機器、介護用品、健康器具、スポーツ用品、衣料品
　及び日用雑貨品
エ.建設用機械器具、空気調和設備機器及び空気圧縮機
オ.電気通信機器、コンピュー
　ター機器及び通信端末機
　器並びにこれらの部品
一般貨物自動車運送事業
不動産の売買、賃貸及び管理
他会社に対する投資及び融資
労働者派遣事業
前各号に附帯する一切の事業

教育センター・クリエイトホール

本店別館
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株主さま
70株

株主さま
30株100株

　当社の株式は１単元が１００株となっていますので、単元未満株式
（１～９９株）については市場での売買はできませんが、当社に対して
買取請求または買増請求をしていただくことができます。

【単元未満株式の買取・買増制度イメージ】
単元未満株式を７０株ご所有の株主さまの場合

＜買取（ご売却）請求＞
株主さまがご所有の株式70株を当社に市場価格※で売却すること
ができます。

＜買増（ご購入）請求＞
株主さまが１００株（１単元）とするのに必要な３０株を当社から市場価
格※で購入することができます。

※市場価格とは、東京証券取引所の開設する市場における最終価格（ただし、その日に売買
取引がないときまたはその日が同取引所の休業日に当たるときは、その後最初になされ
た売買取引の成立価格）をいいます。

■単元未満株式の買取・買増請求について

同封の配当金計算書の所有株式数をご確認ください！
証券会社の口座で保有する株式数と相違する場合は、ご所有の株式の一部
または全部が、特別口座で管理されている場合があります。

　ご所有の当社株式がどこの証券会社の口座に預けられているの
かわからないという株主さまにつきましては、「三井住友信託銀行の
特別口座」で管理されている可能性があります。
　この特別口座は、2009年１月に実施されました株券電子化に伴い、
それまでに証券会社口座に株券をお預けにならなかった当社株式を
管理する暫定的な口座であり、株式を売買するための取引口座では
ありません。
　単元株式をお持ちの株主さまで、将来的にご売却等をお考えであ
れば、特別口座から証券会社の口座への振替をお勧めしています。
（注）単元未満株式の買取請求・買増請求については、特別口座のままお手続きを行うこと

ができます。

■特別口座から証券会社の口座への振替について

　配当金の口座振込をご利用いただきますと、配当金支払開始
日に株主さまご指定の銀行等の口座に振り込まれ、迅速・安全・
確実に配当金をお受け取りいただくことができます。
　配当金領収証で配当金をお受け取りの株主さまは、この機会
にご検討くださいますようお願いいたします。

【口座振込の方式】以下の３つの振込方式からお選びいただけます。
①個別銘柄指定方式
ご所有の銘柄ごとに銀行等の口座を指定し、配当金をお受け
取りいただける方式です。
・当社は、ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することができます。
　他社銘柄によっては、指定できない場合があります。
　　　　当社の配当金　　　　  Ａ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　  Ｂ　銀　行

②登録配当金受領口座方式
ご所有のすべての銘柄の配当金を、あらかじめご指定いただ
いた１つの銀行等の口座でお受け取りいただける方式です。
・１つの証券会社等でお手続きをすれば、その後はすべて
の銘柄の配当金を１つの銀行でお受け取りいただくことが
できます。
・ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することはできません。
　　　　当社の配当金　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　  Ｃ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　

③株式数比例配分方式
お取引の証券会社の証券口座で配当金をお受け取りいただ
ける方式です。
・同一銘柄を複数の証券会社の口座でご所有の場合は、各証
券会社ごとのご所有株式数に応じた配当金を証券口座で
お受け取りいただくことができます。
・他社銘柄を含め、ご所有の株式の一部が特別口座に記録さ
れている株主さまはご利用になれません。特別口座から証
券会社の口座への振替が必要となります。（Ｐ３５参照）

　　　（例：当社の株式300株を保有しており、Ｄ証券に100株、
　　　　　Ｅ証券に200株が記録されている場合）
　　　　　　　　　　　100株分　  Ｄ　証　券
　　　　当社の配当金
　　　　　　　　　　　200株分　  Ｅ　証　券

■配当金口座振込サービスについて

配当金額

11,775円
1株あたり配当金

75円
所有株数

157株

株主メモ
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株主さま
70株

株主さま
30株100株

　当社の株式は１単元が１００株となっていますので、単元未満株式
（１～９９株）については市場での売買はできませんが、当社に対して
買取請求または買増請求をしていただくことができます。

【単元未満株式の買取・買増制度イメージ】
単元未満株式を７０株ご所有の株主さまの場合

＜買取（ご売却）請求＞
株主さまがご所有の株式70株を当社に市場価格※で売却すること
ができます。

＜買増（ご購入）請求＞
株主さまが１００株（１単元）とするのに必要な３０株を当社から市場価
格※で購入することができます。

※市場価格とは、東京証券取引所の開設する市場における最終価格（ただし、その日に売買
取引がないときまたはその日が同取引所の休業日に当たるときは、その後最初になされ
た売買取引の成立価格）をいいます。

■単元未満株式の買取・買増請求について

同封の配当金計算書の所有株式数をご確認ください！
証券会社の口座で保有する株式数と相違する場合は、ご所有の株式の一部
または全部が、特別口座で管理されている場合があります。

　ご所有の当社株式がどこの証券会社の口座に預けられているの
かわからないという株主さまにつきましては、「三井住友信託銀行の
特別口座」で管理されている可能性があります。
　この特別口座は、2009年１月に実施されました株券電子化に伴い、
それまでに証券会社口座に株券をお預けにならなかった当社株式を
管理する暫定的な口座であり、株式を売買するための取引口座では
ありません。
　単元株式をお持ちの株主さまで、将来的にご売却等をお考えであ
れば、特別口座から証券会社の口座への振替をお勧めしています。
（注）単元未満株式の買取請求・買増請求については、特別口座のままお手続きを行うこと

ができます。

■特別口座から証券会社の口座への振替について

　配当金の口座振込をご利用いただきますと、配当金支払開始
日に株主さまご指定の銀行等の口座に振り込まれ、迅速・安全・
確実に配当金をお受け取りいただくことができます。
　配当金領収証で配当金をお受け取りの株主さまは、この機会
にご検討くださいますようお願いいたします。

【口座振込の方式】以下の３つの振込方式からお選びいただけます。
①個別銘柄指定方式
ご所有の銘柄ごとに銀行等の口座を指定し、配当金をお受け
取りいただける方式です。
・当社は、ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することができます。
　他社銘柄によっては、指定できない場合があります。
　　　　当社の配当金　　　　  Ａ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　  Ｂ　銀　行

②登録配当金受領口座方式
ご所有のすべての銘柄の配当金を、あらかじめご指定いただ
いた１つの銀行等の口座でお受け取りいただける方式です。
・１つの証券会社等でお手続きをすれば、その後はすべて
の銘柄の配当金を１つの銀行でお受け取りいただくことが
できます。
・ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することはできません。
　　　　当社の配当金　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　  Ｃ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　

③株式数比例配分方式
お取引の証券会社の証券口座で配当金をお受け取りいただ
ける方式です。
・同一銘柄を複数の証券会社の口座でご所有の場合は、各証
券会社ごとのご所有株式数に応じた配当金を証券口座で
お受け取りいただくことができます。
・他社銘柄を含め、ご所有の株式の一部が特別口座に記録さ
れている株主さまはご利用になれません。特別口座から証
券会社の口座への振替が必要となります。（Ｐ３５参照）

　　　（例：当社の株式300株を保有しており、Ｄ証券に100株、
　　　　　Ｅ証券に200株が記録されている場合）
　　　　　　　　　　　100株分　  Ｄ　証　券
　　　　当社の配当金
　　　　　　　　　　　200株分　  Ｅ　証　券

■配当金口座振込サービスについて

配当金額

11,775円
1株あたり配当金

75円
所有株数

157株
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　未受領の配当金がある場合、支払開始日から５年以内であれ
ば、お受け取りいただくことができます。
　お手元に「配当金領収証」がある場合は、必要事項をご記入・
ご押印のうえ、三井住友信託銀行株式会社　証券代行部へご郵
送ください。
　お手元に「配当金領収証」がない場合や、配当金のお受け取り
状況を確認したい場合は、三井住友信託銀行株式会社　証券代
行部へお問い合わせください。

■未受領配当金のお受け取りについて

＊確定申告をなされる株主さまは、大切に保管ください。
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別
措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねています。確定申告
を行う際は、その添付書面としてご使用いただくことができま
す。なお、配当金領収証にて配当金をお受け取りの株主さまに
つきましても、配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させ
ていただいております。

■「配当金計算書」について

住所・氏名の変更、単元未満株式の買取・買増請求、特別口座
から証券会社の口座への振替、配当金の受取方法の変更その他
各種お手続きにつきましては、ご所有の株式の記録先によって
異なりますので、ご留意ください。
●証券口座をご利用の株主さま
　　　お取引先の証券会社
●証券口座をご利用でない株主さま
　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　　（フリーダイヤル　0120-782-031）
支払期間経過後の配当金に関するお問い合わせは、三井住友
信託銀行株式会社　証券代行部にお願いいたします。

お手続き・お問い合わせ先

毎年4月1日から翌年3月31日まで

期末 3月31日
中間 9月30日

6月

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

三井住友信託銀行株式会社

東京証券取引所
名古屋証券取引所

東京都千代田区丸の内1-4-1

三井住友信託銀行株式会社

0120-782-031（フリーダイヤル）

証券代行部
〒460-8685  名古屋市中区栄3-15-33

〒168-0063  東京都杉並区和泉2-8-4

当社は、電子公告制度を導入しています。
当社公告につきましては、当社のホーム
ページ（http://www.toenec.co.jp）に
掲載いたします。ただし、電子公告による
ことができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞および
中部経済新聞に掲載いたします。

事 業 年 度

定時株主総会

上場証券取引所

電 子 公 告

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

株主名簿管理人

　事務取扱場所

郵送物送付先および
お問い合わせ先

株主メモ
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　未受領の配当金がある場合、支払開始日から５年以内であれ
ば、お受け取りいただくことができます。
　お手元に「配当金領収証」がある場合は、必要事項をご記入・
ご押印のうえ、三井住友信託銀行株式会社　証券代行部へご郵
送ください。
　お手元に「配当金領収証」がない場合や、配当金のお受け取り
状況を確認したい場合は、三井住友信託銀行株式会社　証券代
行部へお問い合わせください。

■未受領配当金のお受け取りについて

＊確定申告をなされる株主さまは、大切に保管ください。
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別
措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねています。確定申告
を行う際は、その添付書面としてご使用いただくことができま
す。なお、配当金領収証にて配当金をお受け取りの株主さまに
つきましても、配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させ
ていただいております。

■「配当金計算書」について

住所・氏名の変更、単元未満株式の買取・買増請求、特別口座
から証券会社の口座への振替、配当金の受取方法の変更その他
各種お手続きにつきましては、ご所有の株式の記録先によって
異なりますので、ご留意ください。
●証券口座をご利用の株主さま
　　　お取引先の証券会社
●証券口座をご利用でない株主さま
　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　　（フリーダイヤル　0120-782-031）
支払期間経過後の配当金に関するお問い合わせは、三井住友
信託銀行株式会社　証券代行部にお願いいたします。

お手続き・お問い合わせ先

毎年4月1日から翌年3月31日まで

期末 3月31日
中間 9月30日

6月

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

三井住友信託銀行株式会社

東京証券取引所
名古屋証券取引所

東京都千代田区丸の内1-4-1

三井住友信託銀行株式会社

0120-782-031（フリーダイヤル）

証券代行部
〒460-8685  名古屋市中区栄3-15-33

〒168-0063  東京都杉並区和泉2-8-4

当社は、電子公告制度を導入しています。
当社公告につきましては、当社のホーム
ページ（http://www.toenec.co.jp）に
掲載いたします。ただし、電子公告による
ことができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞および
中部経済新聞に掲載いたします。

事 業 年 度

定時株主総会

上場証券取引所

電 子 公 告

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

株主名簿管理人

　事務取扱場所

郵送物送付先および
お問い合わせ先
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